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財務書類の種類と相関関係 

 総務省が⽰した財務書類に関する「統⼀的な基準」に基づき、三⽊市の財務書類は、次の４表か

ら構成されています。 

 

 ① 貸借対照表【ＢＳ（Balance Sheet）】 

   基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を表⽰したもの 

 

 ② ⾏政コスト計算書【ＰＬ(Profit and Loss statement)】 

   ⼀会計期間中の費用・収益の取引高を表⽰したもの 

   ［現⾦収⽀を伴わない減価償却費等も費用として計上］ 

    

 ③ 純資産変動計算書【ＮＷ(Net Worth statement)】 

   ⼀会計期間中の純資産（及びその内部構成）の変動を表⽰したもの 

 

 ④ 資⾦収⽀計算書【ＣＦ(Cash Flow statement)】 

   ⼀会計期間中の現⾦の受払い（キャッシュ・フロー）を３つの区分で表⽰したもの 

 

 

 また、４表は、次の相関関係にあります。 
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作成範囲（会計・団体） 

  財務書類は、三⽊市及び関係団体に応じて、「⼀般会計等」「全体」「連結」の３種類を作成し 

ており、それぞれの作成範囲は次のとおりです。 

  なお、連結対象の会計及び団体間で⾏われた資⾦の「⽀払（受⼊れ）」や「繰出し（繰⼊れ）」 

 等の内部取引は相殺消去しています。 

 

区 分 会計（団体）名 

作成範囲 

連結割合 (単体) (連結) 

一般会計

等 
全体 連結 

一 般 会 計 １ 一般会計     

特 別 会 計 

  

１ 学校給食事業特別会計 
 

２ 国民健康保険特別会計 

 

 

３ 介護保険特別会計 
 

４ 後期高齢者医療事業特別会計 
 

公営企業会計 

１ 水道事業会計 
 

２ 下水道事業会計 
 

一部事務組合 

１ 北播磨総合医療センター企業団 

  

比例連結 

(56.97%) 

２ 兵庫県市町村職員退職手当組合 みなし連結 

広 域 連 合 １ 兵庫県後期高齢者医療広域連合 
比例連結 

(1.65%) 

地 方 三 公 社 １ 三木市土地開発公社 全部連結 

第三セクター 

１ 株式会社 吉川まちづくり公社 全部連結 

２ 公益財団法人 三木市文化振興財団 全部連結 

３ 公益財団法人 三木市スポーツ振興基金 全部連結 

４ 公益財団法人  

  三木山人と馬とのふれあいの森協会 

比例連結 

(50.0%) 
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財務分析（⼀般会計等） 

※単位の記載がない数値は百万円単位です。 

※住⺠基本台帳⼈⼝は令和7年3⽉末現在の⼈数です。 
 

 

１ 資産形成度 
 将来世代に残る資産がどのくらいあるかを⽰す指標です。 

指標 計算式 備考 

１ 
住民１人当たりの 

資産額 
1,380,296円 

資産額(100,400)／住民基本

台帳人口(72,738人) 
 

２ 歳入額対資産比率 2.6年 
資産額(100,400) 

／歳入総額(39,360） 

これまでに形成されたス

トックとしての資産が、歳

入の何年分に相当するか 

３ 

有形固定資産減価 

償却率 
59.8％ 

減価償却累計額（91,173）／

(減価償却累計額（91,173）

＋有形固定資産（91,325）－

土地（29,632）－建設仮勘定

（512）） 

耐用年数に対して資産の

取得から全体的にどの程

度経過しているのか 

 

 

 

 

 

上記のうち 

事業用資産 

【公共施設等】 

69.6％ 

事業用資産のうち償却資産

（建物＋工作物）の減価償却

累計額(49,791+4,300)／各

科目の合計(72,462+5,236) 

上記のうち 

インフラ資産 

【道路,橋梁,公園

等】 

66.8％ 

インフラ資産のうち償却資

産（建物＋工作物）の減価償

却累計額(1,220+33,366)／

各 科 目 の 合 計

(1,845+49,969) 

上記のうち 

物品 
88.3％ 

物品減価償却累計額(2,496)

／物品(2,828) 

 

 

２ 世代間公平性 
  「将来世代」と「現世代」との負担の分担は適切かを⽰す指標です。 

指標 計算式 備考 

１ 純資産比率 62.9％ 
純資産額(63,137)／資産額

(100,400) 

総資産に対して過去の世代

及び現世代が負担した比率 

２ 

社会資本等形成の世

代間負担比率 

（将来世代負担比率） 

29.9％ 
地方債(27,304) ／有形固

定資産(91,325）＋無形固定

資産(8) 

社会資本等形成に係る将来

世代の負担の比重を示す指

標 
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３ 持続可能性（健全性） 
   財政に持続可能性があるか（どのくらい借⾦があるか）を⽰す指標です。 

指標 計算式 備考 

１ 
住民一人当たりの 

負債額 
512,277円 

負債額(37,262)／住民基本

台帳人口(72,738人) 
 

２ 

基礎的財政収支 

(プライマリーバラ

ンス) 

2,064百万円 

業務活動収支(3,553)＋投資

活動収支(△1,500)＋支払利

息(160)＋基金積立金支出

(1,283) －基 金取崩 収入

(1,432) 

投資活動収支（地方債の元利

償還金支出と地方債発行収

入の差）を除いた歳入のバラ

ンスを示す指標 

３ 債務償還可能年数 11.4年 

[将来負担額(49,477)－充当

可能基金(8,105)]／[業務収

入(33,527)＋臨時財政対策

債発行可能額(89)－業務支

出(29,974)] 

償還財源上限額を全て債務

の償還に充当した場合に、何

年で現在の債務を償還でき

るかを表す指標 

 

 

４ 効率性 
    ⾏政サービスは効率的に提供されているかを⽰す指標であり、類似団体と⽐較することで、 

   効率性の度合いを評価することができます。 
指標 計算式 備考 

１ 
住民一人当たり行政

コスト 
433,322円 

純行政コスト(31,519)／住

民基本台帳人口(72,738人) 
 

 

 

５ 弾⼒性 
資産形成等を⾏う余裕はどのくらいあるかを⽰す指標です。 

指標 計算式 備考 

１ 
行政コスト対税収等

比率 
96.5％ 

純行政コスト(31,519)／財

源(32,653) 

100％に近づくほど資産形成

の余裕度が低く、さらに

100％を上回ると、過去から

蓄積した資産が取り崩され

たことを示す 

 

 

６ ⾃律性 
⾏政サービスの提供に対する受益者負担（使用料・⼿数料など）の割合を⽰す指標です。 

指標 計算式 備考 

１ 受益者負担の割合 4.11％ 
経常収益(1,357)／経常費用

(33,003) 
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【様式第1号】

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 94,309   固定負債 31,834

    有形固定資産 91,325     地方債 27,304

      事業用資産 53,750     長期未払金 -

        土地 29,632     退職手当引当金 3,815

        立木竹 -     損失補償等引当金 715

        建物 72,462     その他 -

        建物減価償却累計額 △ 49,791   流動負債 5,428

        工作物 5,236     １年内償還予定地方債 4,686

        工作物減価償却累計額 △ 4,300     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 453

        航空機 -     預り金 290

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 37,262

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 512   固定資産等形成分 99,118

      インフラ資産 37,242   余剰分（不足分） △ 35,981

        土地 19,837

        建物 1,845

        建物減価償却累計額 △ 1,220

        工作物 49,969

        工作物減価償却累計額 △ 33,366

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 178

      物品 2,828

      物品減価償却累計額 △ 2,496

    無形固定資産 8

      ソフトウェア 8

      その他 -

    投資その他の資産 2,977

      投資及び出資金 666

        有価証券 10

        出資金 655

        その他 -

      投資損失引当金 △ 46

      長期延滞債権 300

      長期貸付金 232

      基金 1,846

        減債基金 -

        その他 1,846

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 21

  流動資産 6,090

    現金預金 1,192

    未収金 98

    短期貸付金 -

    基金 4,809

      財政調整基金 2,878

      減債基金 1,931

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 8 純資産合計 63,137

資産合計 100,400 負債及び純資産合計 100,400

一般会計等 貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：百万円）

    その他 212

純行政コスト 31,519

    その他 -

  臨時利益 224

    資産売却益 12

    資産除売却損 75

    投資損失引当金繰入額 21

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 31,647

  臨時損失 97

    災害復旧事業費 -

  経常収益 1,357

    使用料及び手数料 451

    その他 906

      社会保障給付 7,759

      他会計への繰出金 2,181

      その他 22

        その他 376

    移転費用 16,268

      補助金等 6,307

      その他の業務費用 536

        支払利息 160

        徴収不能引当金繰入額 0

        維持補修費 306

        減価償却費 2,898

        その他 19

        その他 2,613

      物件費等 9,857

        物件費 6,634

        職員給与費 3,277

        賞与等引当金繰入額 453

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 33,003

    業務費用 16,735

      人件費 6,343

一般会計等 行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 62,026 100,280 △ 38,254

  純行政コスト（△） △ 31,519 △ 31,519

  財源 32,653 32,653

    税収等 23,696 23,696

    国県等補助金 8,958 8,958

  本年度差額 1,134 1,134

  固定資産等の変動（内部変動） △ 1,140 1,140

    有形固定資産等の増加 2,153 △ 2,153

    有形固定資産等の減少 △ 3,140 3,140

    貸付金・基金等の増加 1,895 △ 1,895

    貸付金・基金等の減少 △ 2,048 2,048

  資産評価差額 △ 22 △ 22

  無償所管換等 0 0

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,112 △ 1,162 2,274

本年度末純資産残高 63,137 99,118 △ 35,981

一般会計等 純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 296

本年度歳計外現金増減額 △ 6

本年度末歳計外現金残高 290

本年度末現金預金残高 1,192

    その他の収入 -

財務活動収支 △ 1,672

本年度資金収支額 380

前年度末資金残高 522

本年度末資金残高 903

  財務活動支出 4,435

    地方債償還支出 4,435

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,763

    地方債発行収入 2,763

    貸付金元金回収収入 616

    資産売却収入 146

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,500

【財務活動収支】

    貸付金支出 612

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,548

    国県等補助金収入 354

    基金取崩収入 1,432

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,049

    公共施設等整備費支出 2,153

    基金積立金支出 1,283

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 3,553

  業務収入 33,527

    税収等収入 23,733

    国県等補助金収入 8,604

    使用料及び手数料収入 449

    その他の収入 740

    移転費用支出 16,268

      補助金等支出 6,307

      社会保障給付支出 7,759

      他会計への繰出支出 2,181

      その他の支出 22

    業務費用支出 13,706

      人件費支出 6,213

      物件費等支出 6,958

      支払利息支出 160

      その他の支出 375

一般会計等 資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 29,974
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注記（一般会計等） 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   １４年～５０年 

工作物   ５年～６０年 

物品    ３年～１５年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース契約 1件あた 

りのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控 

除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担 

比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計 

年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以下のファ 

イナンス・リース取引を除きます。） 

・・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 
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(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60万円未満であるときに修繕費として処理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更 

   該当なし 

(2) 表示方法の変更 

    該当なし 

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

    該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

   該当なし 

(2) 組織・機構の大幅な変更 

    該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

(4) 重大な災害等の発生 

    該当なし 

 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

三木市土地開発公社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

確定債務額・・・・・・・該当なし 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等損失補償等引当金計上額・・・715 百万円 

貸借対照表未計上額・・・該当なし 

(2) 係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

① 最 高 裁令和 6年（受）第 2349 号 

損害賠償請求事件    7 百万円 

② 大阪高裁令和 7年（ネ）第 442 号  

損害賠償請求事件   45 百万円 

 

５ 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

学校給食事業特別会計 

② 地方自治法第 235 条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い 

等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

実質赤字比率・・・・・非該当 

連結実質赤字比率・・・非該当 

実質公債費比率・・・・ 7.1％ 

将来負担比率・・・・・15.6％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

  該当なし 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

3,100 百万円 

⑦ 過年度修正等に関する事項 

  該当なし 
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(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

     売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

事業用資産  75 百万円 

土地    75 百万円 

② 減債基金に係る積立不足額 

  該当なし 

③ 基金借入金（繰替運用） 

    該当なし 

④ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれ 

る金額  

32,447 百万円 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

標準財政規模   19,961 百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,879 百万円 

将来負担額     49,477 百万円 

充当可能基金額  8,105 百万円 

特定財源見込額 46,803 百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 32,447 百万円 

⑥ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われていない法定外公共物 

    該当なし 

(3) 行政コスト計算書に係る事項 

① 基準変更による主な影響額 

該当なし 

(4) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

(5) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 2,064 百万円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 39,107 百万円 38,205 百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 253 百万円 253 百万円 

繰越金に伴う差額 △522 百万円  

資金収支計算書 38,838 百万円 38,458 百万円 

地方自治法第 233 条第 1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算 

書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（学校給食特別 

会計）の分だけ相違します。 

 歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。 

③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額   5,050 百万円 

一時借入金に係る利子額    2 百万円 
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【様式第1号】

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 144,670   固定負債 66,459

    有形固定資産 136,478     地方債等 42,123

      事業用資産 53,750     長期未払金 -

        土地 29,632     退職手当引当金 4,157

        立木竹 -     損失補償等引当金 715

        建物 72,462     その他 19,464

        建物減価償却累計額 △ 49,791   流動負債 7,864

        工作物 5,236     １年内償還予定地方債等 6,448

        工作物減価償却累計額 △ 4,300     未払金 402

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 492

        航空機 -     預り金 520

        航空機減価償却累計額 -     その他 2

        その他 - 負債合計 74,323

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 512   固定資産等形成分 150,708

      インフラ資産 80,985   余剰分（不足分） △ 68,685

        土地 20,866   他団体出資等分 -

        建物 3,189

        建物減価償却累計額 △ 2,008

        工作物 73,377

        工作物減価償却累計額 △ 45,159

        その他 47,918

        その他減価償却累計額 △ 17,580

        建設仮勘定 382

      物品 7,363

      物品減価償却累計額 △ 5,621

    無形固定資産 2,293

      ソフトウェア 23

      その他 2,269

    投資その他の資産 5,899

      投資及び出資金 669

        有価証券 10

        出資金 658

        その他 -

      長期延滞債権 535

      長期貸付金 808

      基金 2,119

        減債基金 -

        その他 2,119

      その他 1,866

      徴収不能引当金 △ 52

  流動資産 11,676

    現金預金 4,240

    未収金 594

    短期貸付金 -

    基金 6,038

      財政調整基金 4,107

      減債基金 1,931

    棚卸資産 21

    その他 807

    徴収不能引当金 △ 24

  繰延資産 - 純資産合計 82,023

資産合計 156,346 負債及び純資産合計 156,346

全体会計 貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：百万円）

全体会計 行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 51,876

    業務費用 20,935

      人件費 6,916

        職員給与費 3,573

        賞与等引当金繰入額 492

        退職手当引当金繰入額 21

        その他 2,831

      物件費等 13,141

        物件費 7,996

        維持補修費 350

        減価償却費 4,776

        その他 19

      その他の業務費用 878

        支払利息 365

        徴収不能引当金繰入額 2

        その他 510

    移転費用 30,941

      補助金等 23,158

      社会保障給付 7,761

      その他 22

  経常収益 4,184

    使用料及び手数料 3,058

    その他 1,127

純経常行政コスト 47,691

  臨時損失 97

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 75

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 227

    資産売却益 12

    その他 215

純行政コスト 47,561
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【様式第3号】

（単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 80,558 152,760 △ 72,202 -

  純行政コスト（△） △ 47,561 △ 47,561 -

  財源 48,961 48,961 -

    税収等 30,308 30,308 -

    国県等補助金 18,653 18,653 -

  本年度差額 1,400 1,400 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 2,108 2,108

    有形固定資産等の増加 3,011 △ 3,011

    有形固定資産等の減少 △ 5,032 5,032

    貸付金・基金等の増加 2,085 △ 2,085

    貸付金・基金等の減少 △ 2,173 2,173

  資産評価差額 △ 22 △ 22

  無償所管換等 79 79

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 9 - 9

  本年度純資産変動額 1,465 △ 2,052 3,518 -

本年度末純資産残高 82,023 150,708 △ 68,685 -

全体会計 純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：百万円）

全体会計 資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 46,837

    業務費用支出 15,896

      人件費支出 6,759

      物件費等支出 8,262

      支払利息支出 365

      その他の支出 509

    移転費用支出 30,941

      補助金等支出 23,158

      社会保障給付支出 7,761

      その他の支出 22

  業務収入 51,843

    税収等収入 29,914

    国県等補助金収入 17,948

    使用料及び手数料収入 3,023

    その他の収入 958

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 3

業務活動収支 5,008

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,298

    公共施設等整備費支出 2,886

    基金積立金支出 1,464

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 621

    その他の支出 327

  投資活動収入 3,110

    国県等補助金収入 408

    基金取崩収入 1,472

    貸付金元金回収収入 701

    資産売却収入 146

    その他の収入 383

投資活動収支 △ 2,187

【財務活動収支】

  財務活動支出 6,267

    地方債等償還支出 6,267

    その他の支出 -

  財務活動収入 4,078

    地方債等発行収入 4,078

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 296

本年度歳計外現金増減額 △ 6

本年度末歳計外現金残高 290

本年度末現金預金残高 4,240

財務活動収支 △ 2,190

本年度資金収支額 631

前年度末資金残高 3,319

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 3,950
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注記（全体） 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

なお、一部の連結対象団体において、原則、取得原価としている場合があります。 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

  ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

     ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

  ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

     ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

  (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ① 原材料、商品等････････････････････････････先入先出法による原価法 

② 販売用土地････････････････････････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第4条第2項各号に 

掲げる方法 

 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   １４年～５０年 

工作物   ５年～６０年 

物品    ３年～１５年 

ただし、一部の連結対象団体については、取替法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース契約 1件あた 

りのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控 

除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

 ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上し 

ています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担 

比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計 

年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以下のファ 

イナンス・リース取引を除きます。） 

・・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更 

   該当なし 

(2) 表示方法の変更 

    該当なし 

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

    該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

   該当なし 

(2) 組織・機構の大幅な変更 

    該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

(4) 重大な災害等の発生 

    該当なし 

 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

三木市土地開発公社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

確定債務額・・・・・・・該当なし 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等損失補償等引当金計上額・・・715 百万円 

貸借対照表未計上額・・・該当なし 

(2) 係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

① 最 高 裁令和 6年（受）第 2349 号 

損害賠償請求事件    7 百万円 

② 大阪高裁令和 7年（ネ）第 442 号  

損害賠償請求事件   45 百万円 

 

５ 追加情報 

 (1) 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

三木市国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三木市介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三木市後期高齢者医療事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三木市水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

三木市下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金 

の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に 

現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 
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(3) 単位表示未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

     売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

事業用資産  75 百万円 

土地    75 百万円 

     上記の（ ）内は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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【様式第1号】

（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 154,791   固定負債 74,294

    有形固定資産 143,667     地方債等 47,217

      事業用資産 59,648     長期未払金 -

        土地 30,352     退職手当引当金 5,469

        立木竹 -     損失補償等引当金 715

        建物 81,308     その他 20,894

        建物減価償却累計額 △ 54,186   流動負債 11,418

        工作物 8,265     １年内償還予定地方債等 8,012

        工作物減価償却累計額 △ 6,608     未払金 2,000

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 27

        浮標等 -     前受収益 0

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 815

        航空機 -     預り金 560

        航空機減価償却累計額 -     その他 2

        その他 134 負債合計 85,712

        その他減価償却累計額 △ 128 【純資産の部】

        建設仮勘定 512   固定資産等形成分 160,828

      インフラ資産 80,985   余剰分（不足分） △ 75,890

        土地 20,866   他団体出資等分 7

        建物 3,189

        建物減価償却累計額 △ 2,008

        工作物 73,377

        工作物減価償却累計額 △ 45,159

        その他 47,918

        その他減価償却累計額 △ 17,580

        建設仮勘定 382

      物品 12,659

      物品減価償却累計額 △ 9,625

    無形固定資産 2,628

      ソフトウェア 327

      その他 2,301

    投資その他の資産 8,495

      投資及び出資金 669

        有価証券 10

        出資金 173

        その他 485

      長期延滞債権 537

      長期貸付金 824

      基金 4,271

        減債基金 -

        その他 4,271

      その他 2,247

      徴収不能引当金 △ 52

  流動資産 15,866

    現金預金 5,479

    未収金 2,208

    短期貸付金 -

    基金 6,038

      財政調整基金 4,107

      減債基金 1,931

    棚卸資産 1,362

    その他 810

    徴収不能引当金 △ 30

  繰延資産 - 純資産合計 84,945

資産合計 170,657 負債及び純資産合計 170,657

連結会計 貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：百万円）

連結会計 行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 74,701

    業務費用 33,267

      人件費 12,256

        職員給与費 7,512

        賞与等引当金繰入額 812

        退職手当引当金繰入額 204

        その他 3,728

      物件費等 19,278

        物件費 13,201

        維持補修費 492

        減価償却費 5,552

        その他 34

      その他の業務費用 1,732

        支払利息 424

        徴収不能引当金繰入額 4

        その他 1,305

    移転費用 41,434

      補助金等 33,623

      社会保障給付 7,761

      その他 50

  経常収益 14,532

    使用料及び手数料 12,624

    その他 1,908

純経常行政コスト 60,169

  臨時損失 86

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 75

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 10

  臨時利益 227

    資産売却益 12

    その他 216

純行政コスト 60,028
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【様式第3号】

（単位：百万円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 84,033 163,174 △ 79,148 7

  純行政コスト（△） △ 60,028 △ 60,028 -

  財源 60,847 60,847 -

    税収等 35,955 35,955 -

    国県等補助金 24,892 24,892 -

  本年度差額 819 819 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 2,321 2,321

    有形固定資産等の増加 3,381 △ 3,381

    有形固定資産等の減少 △ 5,698 5,698

    貸付金・基金等の増加 2,544 △ 2,544

    貸付金・基金等の減少 △ 2,549 2,549

  資産評価差額 △ 22 △ 22

  無償所管換等 79 79

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 △ 8 △ 80 72 -

  その他 45 0 45

  本年度純資産変動額 912 △ 2,346 3,257 -

本年度末純資産残高 84,945 160,828 △ 75,890 7

連結会計 純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：百万円）

連結会計 資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 68,729

    業務費用支出 27,303

      人件費支出 11,984

      物件費等支出 13,560

      支払利息支出 424

      その他の支出 1,336

    移転費用支出 41,426

      補助金等支出 33,623

      社会保障給付支出 7,761

      その他の支出 42

  業務収入 73,955

    税収等収入 35,560

    国県等補助金収入 24,091

    使用料及び手数料収入 12,574

    その他の収入 1,730

  臨時支出 10

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 10

  臨時収入 3

業務活動収支 5,219

【投資活動収支】

  投資活動支出 9,709

    公共施設等整備費支出 3,231

    基金積立金支出 1,604

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 625

    その他の支出 4,249

  投資活動収入 7,096

    国県等補助金収入 408

    基金取崩収入 1,633

    貸付金元金回収収入 708

    資産売却収入 146

    その他の収入 4,200

投資活動収支 △ 2,613

【財務活動収支】

  財務活動支出 7,793

    地方債等償還支出 7,793

    その他の支出 -

  財務活動収入 5,419

    地方債等発行収入 5,419

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 296

本年度歳計外現金増減額 △ 6

本年度末歳計外現金残高 290

本年度末現金預金残高 5,479

財務活動収支 △ 2,375

本年度資金収支額 231

前年度末資金残高 4,968

比例連結割合変更に伴う差額 △ 10

本年度末資金残高 5,189
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注記（連結） 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

  ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

  ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

     ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

  (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ① 原材料、商品等････････････････････････････最終仕入原価法による原価法 

    ただし、一部の連結対象団体においては、先入先出法による原価法、個別法による原価法などによっています。 

② 販売用土地････････････････････････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第4条第2項各号に 

掲げる方法 

 (4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   １４年～５０年 

工作物   ５年～６０年 

物品    ３年～１５年 

ただし、一部の連結対象団体については、定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース契約 1件あた 

りのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控 

除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

 ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上し 

ています。 

③ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担 

比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計 

- 24 -



年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以下のファ 

イナンス・リース取引を除きます。） 

・・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更 

   該当なし 

(2) 表示方法の変更 

    該当なし 

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

    該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

   該当なし 

(2) 組織・機構の大幅な変更 

    該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

(4) 重大な災害等の発生 

    該当なし 

 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

三木市土地開発公社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

確定債務額・・・・・・・該当なし 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等損失補償等引当金計上額・・・715 百万円 

貸借対照表未計上額・・・該当なし 

(2) 係争中の訴訟等 

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。 

① 最 高 裁令和 6年（受）第 2349 号 

損害賠償請求事件    7 百万円 

② 大阪高裁令和 7年（ネ）第 442 号  

損害賠償請求事件   45 百万円 
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５ 追加情報 

 (1) 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

三木市国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三木市介護保険会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三木市後期高齢者医療事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

三木市水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

三木市下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

北播磨総合医療センター企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 56.97％ 

兵庫県後期高齢者医療事業広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.65％ 

兵庫県市町村職員退職手当組合 一部事務組合・広域連合 みなし連結 － 

三木市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

株式会社吉川まちづくり公社 第三セクター 全部連結 － 

公益財団法人三木市文化振興財団 第三セクター 全部連結 － 

公益財団法人三木市スポーツ振興基金 第三セクター 全部連結 － 

公益財団法人三木山人と馬とのふれあいの森協会 第三セクター 比例連結 50.00％ 

連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営事業会計及び地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

③ 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 

④ 第三セクターは、出資割合等が 50％を超える団体は、全部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団 

体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の 

対象としています。ただし、出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例 

連結の対象としていない場合があります。 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金 

の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に 

現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

(3) 単位表示未満の取扱い 

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

     売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

事業用資産  75 百万円 

土地    75 百万円 

     上記の（ ）内は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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